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西条市人事行政の運営等の状況について 

 

 

 地 方公 務員 法第 ５８ 条の ２及 び西 条 市人 事行 政の 運営 等の 状況 の公 表に 関 す

る条例に基づき、西条市の人事行政の運営等の状況の概要について、公表します。 

 なお、ご不明な点やご質問等がありましたら、次までお問い合わせください。

◆西条市総務部職員課（℡ 0897（56）5151 内線 2142・2144） 

 

 

第１ 職員の任免に関する状況 

１ 職員の任免状況                （単位：人） 

退   職 １  職 員 の 任 免 状 況                

（単位：人） 

区   分 

採 用 
定 年 

自己都合・勧奨

その他 

一 般 行 政 職 ６ １０ ２２ 

技 能 労 務 職 ０ ３ ２ 

病院事業企業職 ２１ ３ ６８ 

計 ２７ １６ ９２ 

（ 注 ） 平 成 １ ８ 年 ４ 月 １ 日 か ら 平 成 １ ９ 年 ３ 月 ３ １ 日 ま で の 人 数  

 

 

２ 採用試験の実施状況（平成１８年度） 

種  類 試験区分 内  容 

一般事務（上級） 

土木技術（上級） 

建築技術 

西条市職員

採用試験 

消防（初級） 

〈１次試験〉 

教養試験、専門試験 

〈２次試験〉 

    作文、集団討論、個別面接 

臨床検査技師 

管理栄養士 
西条市立周

桑病院職員

採用試験 

助産師及び看護師 

〈１次試験〉 

適性検査、専門試験、作文 

〈２次試験〉 

    個別面接 
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第２ 職員の給与及び職員数の状況 

１ 総括 

（１）人件費の状況（平成１８年度普通会計決算） 

区 分 
住民基本台帳人口 

（H19年3月31日） 

歳 出 額 

          Ａ 

実質収支 人 件 費 

         Ｂ 

人件費率 

 Ｂ／Ａ 

18年度 115,614人 37,351,129千円 2,309,640千円 8,340,486千円 22.3％ 

（注）人件費には、市長などの特別職に支給される給料、報酬などを含みます。 

 

（ ２ ） 職員給与費の状況（平成１８年度普通会計決算） 

給     与     費 
区 分 

職員数 

    Ａ  給  料 職員手当 期末・勤勉 計 Ｂ 

一人当たり給 

与費 Ｂ／Ａ 

18年度 953人 3,783,329千円 527,851千円 1,540,944千円 5,852,124千円 6,141千円 

（注）１ 職員手当には退職手当は含まれていません。 

    ２ 職員数は平成１８年４月１日の人数です。 

 

（３）ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在） 

 

 

（注）ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示

す指数です。 

ただし、国と各自治体の職員の学歴・経験年数別の構成比率の状況の違い等によって、影響がで

てくることもあります。 
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２ 職員の平均給与月額、初任給等の状況 

（１）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況 

（平成１９年年４月１日現在） 

ア 一般行政職                                                                          

 
区 分 平 均 年 齢      平均給料月額 平均給与月額 

平均給与月額

(国ベース) 

西条市 44.3歳 347,224円 399,825円 377,287円 

愛媛県 43.8歳 351,561円 434,470円 － 

  

国 40.7歳 325,724円 － 383,541円 

  

イ 技能労務職                                                                          

公  務  員 民   間 

区 分 平均 

年齢 
職員数 

平均給料 

月額 

平均給与 

月額 

平均給与月額

（国ベース） 

対応する

民間の類

似職種 

平均 

年齢 

平均給与 

月額 

西条市 46.2歳 93人 250,018円 261,395円 256,280円 － － － 

 

うち 

学 校 給 食

調理員 

46.8歳 58人 251,300円 260,486円 257,576円 調理士 43.4歳 225,700円 

 
うち 

庁務員 
45.8歳 15人 263,703円 263,703円 259,060円 用務員 53.9歳 227,200円 

 
うち 

その他 
44.7歳 20人 243,985円 262,299円 250,435円 － － － 

愛媛県 45.8歳 － 323,506円 367,580円 － － － － 

国 48.8歳 5,193人 287,094円 － 320,514円 － － － 

  ※民間データは、賃金構造基本調査で公表されているデータを使用（平成 16～18年の３ヵ年平均） 

  ※技能労務職の職種と民間の職種当の比較にあたり、年齢、業種内容、雇用形態等の点において完

全に一致しているものではありません。 

（注）1 「平均給料月額」とは、平成１９年４月現在における職種ごとの職員の基本給の平均です。 

（注）2 「平均給与月額」とは、平成１９年４月に支給された給料のほか、各種手当（扶養手当、通勤

手当、住居手当、管理職手当、時間外勤務手当など）を含めた額であり、地方公務員給与実態調査

において明らかにされているものです。また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平

均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等の手当が含まれないことから、比較のため国家公

務員と同じベースで再計算したものです。 

 

（２ ）職員の初任給の状況（平成１９年４月１日現在）                                       

区    分 西条市 愛媛県 国 

大 学 卒 170,200円 170,200円 170,200円 

 

一般行政職 

高 校 卒 138,400円 138,400円 138,400円 

 

 技能労務職 127,700円 － －  

 



- 4 - 

（３）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成１９年４月１日現在） 

区    分 経験年数11年 経験年数18年 経験年数22年 

大 学 卒 271,664円 334,880円 364,429円 
一般行政職 

高 校 卒 230,200円 273,100円 331,267円 

技能労務職 217,825円 227,967円 245,360円 

（ 注 ）経 験 年 数 と は 、 卒 業 後 直 ち に 採 用 さ れ 引 き 続 き 勤 務 し て い る 場 合 は 、 採 用 後 の 年 数

を い い ま す 。  

 

３ 一般行政職の級別職員数等の状況 

（ １） 一般行政職の級別職員数の状況（平成１９年４月１日現在） 

区 分 標準的な職務内容 職員数 構成比 

１級  主事 技師 32人 5.3％ 

２級  主任 71人 11.7％ 

３級  係長 主査 213人 35.2％ 

４級  専門員 124人 20.5％ 

５級  副課長 66人 10.9％ 

６級  課長 主幹  60人 9.9％ 

７級  副部長 23人 3.8％ 

８級  部長 16人  2.7％ 

合    計 605人 100.0％ 

 

（注 ） １  西 条 市 の 給 与 条 例 に 基 づ く 給 料 表 の 級 区 分 に よ る 職 員 数 で す 。  

   ２  標 準 的 な 職 務 内 容 と は 、 そ れ ぞ れ の 級 に 該 当 す る 代 表 的 な 職 名 で す 。  

   ３  平 成 １ ８ 年 に ９ 級 制 か ら ８ 級 制 に 変 更 し て い ま す 。  

 

（２）昇給勤務成績の反映状況 

  地方公務員法第４０条に基づき、毎年１月１日を評定日として全職員に対して勤務評定を実

施した。 

なお、管理職（課長級以上）を対象とした能力・実績に基づく人事評価について施行を行う

べく検討を行っている。 
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４ 職員の手当の状況 

（１）期末手当・勤勉手当 

西  条  市 愛  媛  県 国 

１人当たり平均支給額 

（平成18年度） 

1,700千円 

１人当たり平均支給額 

（平成18年度） 

1,739千円 

― 

（平成18年度支給割合）     
 期末手当      勤勉手当 
  3.0  月分      1.45 月分 

（平成18年度支給割合）     
 期末手当      勤勉手当 
  3.0  月分      1.45 月分 

（平成18年度支給割合）     
 期末手当      勤勉手当 
  3.0  月分      1.45 月分 

  

 

 

  

 

 

  
（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等に

よる加算措置 

 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等に

よる加算措置 

 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等に

よる加算措置 

 

 

 

 

（２）退職手当（平成１９年４月１日現在） 

西  条  市 国  

 

 

 

 

 

 

 

  

（支給率）       自己都合   勧奨・定年 

勤 続 20年           23.50月分    30.55月分 

勤 続 25年           33.50月分    41.34月分 

勤 続 35年           47.50月分    59.28月分 

最 高 限 度 額    59.28月分    59.28月分 

その他の加算措置 

※退職手当調整額 

  職務の等級の区分に応じた調整月額を定

め、在職期間のうち、その月額の高いほ

うから６０月分の合計額を加算 

 ※定年前早期退職特別措置 

（2％ ～20％ 加算 ） 

   1人当たり平均支給額  2,110万円 

（支給率）       自己都合   勧奨・定年 

勤 続 20年           23.50月分    30.55月分 

勤 続 25年           33.50月分    41.34月分 

勤 続 35年           47.50月分    59.28月分 

最 高 限 度 額    59.28月分    59.28月分

 その他の加算措置    

 ※退職手当調整額 

  職務の等級の区分に応じた調整月額を定

め、在職期間のうち、その月額の高いほ

うから６０月分の合計額を加算 

 ※定年前早期退職特別措置        

             （2％～ 20％加 算） 

   1人当たり平均支給額  ― 

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成１８年度に退職した全職種に係る職員に支給された平

均額です。 
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（３）特殊勤務手当（平成１９年４月１日現在） 

支給実績（平成18年度決算）   19,470千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（平成18年度決算）           59,359円 

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成18年度） 30.8％ 

手当の種類（手当数） 14 

手当の名称 主 な 支 給 対 象 職 員 支 給 単 価 

感染症防疫手当  

感染症患者又は感染症の病原体の付着した物件若しく

は付着の危険がある物件の搬送、消毒その他処理作業

に従事した職員 

１回     960円 

救急手当(死亡人処理) 死体処理作業に従事した職員  １体   9,600円 

〃 (行旅病人救護) 行旅病人の救護作業に従事した職員   １人   1,700円 

〃 (傷病者) 
救急車をもってする傷病者の救急作業に従事した

職員  
 １人     320円 

滞 納 処 分 手 当 (動 産 差

押) 

市税その他課徴金の滞納処分による動産又は有価

証券の差押事務に従事した職員  
 １件     510円 

〃 (その他の物件差押) 
市税その他課徴金の滞納処分による動産又は有価

証券以外の差押事務に従事した職員  
 １件     390円 

〃(物件引揚作業) 
差し押さえた動産又は有価証券の引揚作業に従事

した職員  
 １件     840円 

税務手当(市税徴収) 
外出勤務して市税の徴収事務に従事することを常

態とした職員  
 月額   8,000円 

〃(市税賦課調査事務) 
市税の賦課調査事務に従事することを常態とした

職員  
 月額   4,200円 

〃(市税管理) 市税の管理業務に従事することを常態とした職員   月額   2,000円 

社会福祉業務手当  

生活保護法(昭和 25年法律第 144号)に基づく事務

に従事することを常態とした社会福祉主事又は査

察指導員  

 月額   7,200円 

指導介護手当  
道前育成園、東予学園、明水荘、石燧園に勤務す

る職員  
月額   5,300円 

現場監督手当  
屋外で作業現場の監督をすることを常態とした職

員  
 １日     180円 

犬猫等処理手当  
犬・猫等の死体処理又は捕獲した野犬の処理作業

に従事した職員  
 １件     910円 

消防職員手当  消防業務に従事することを常態とした職員  月額   4,100円 

潜水作業手当  潜水作業に従事した職員  １日     460円 

高所危険手当  

高所で行う消火作業等又は地上 10メートル以上の

高所における不安定な箇所で検査等の業務に従事

した職員  

１件     390円 

用地買収交渉手当  
用地買収の交渉業務に従事することを常態とした

職員  
１日     300円 

有害物取扱手当  
化学分析センターに勤務し、有害な物質の分析業

務に従事することを常態とした職員  
 月額   6,000円 

清掃作業手当  ひうちクリーンセンター又は道前クリーンセンターに  １日    300円 
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勤務し、場内の清掃作業に従事することを常態とした

職員  

 ○支給職員数、支給額の多い手当：消防職員手当、救急手当、税務手当、社会福祉業務手当 

 

（４）時間外勤務手当 

支給実績（平成18年度決算）          158,828千円 

職員１人当たり平均支給年額（平成18年度決算）              202千円 

 

（５）その他の手当（平成１９年４月１日現在） 

主な手当名 内 容 及 び 支 給 月 額 国の制度との異同及び異なる内容 

扶養手当 

配偶者                         13,000円 

親族（子等） 

 1人目（配偶者が扶養親族）    6,000円 

〃 （配偶者が扶養親族でない）6,500円 

〃 （配偶者がない）      11,000円 

２人目以降           6,500円 

特定扶養加算（16歳～22歳）    5,000円 

同 

住居手当 

月額 12,000円を超える家賃を支払っている職員

に対し、負担している家賃の額応じた額を支給 

借 家 居 住 者  支 給 限 度 額  27,000 円 (家 賃

55,000円以上) 

持家居住者 3,500円 

一部異 

国 持家居住者 2,500円 

（新築・購入から５年間） 

通勤手当 

交通機関利用者（ＪＲ、バス等利用者） 

負担している支給単位期間（最長６か月間）

の通勤に要する運賃等の額により支給 

支給限度額（月額）      55,000円 

交通用具利用者（自動車、バイク等利用者） 

通勤距離（片道）により支給 

  2㎞以上  ～  5㎞未満   2,000円 

   5㎞以上  ～ 10㎞未満   4,100円 

  10㎞以上  ～ 15㎞未満   6,500円 

  15㎞以上  ～ 20㎞未満   8,900円 

  20㎞以上  ～ 25㎞未満  11,300円 

  25㎞以上  ～ 30㎞未満  13,700円 

  30㎞以上  ～ 35㎞未満  16,100円 

  35㎞以上  ～ 40㎞未満  18,500円 

  40㎞以上  ～ 45㎞未満  20,900円 

  45㎞以上  ～ 50㎞未満  21,800円 

  50㎞以上  ～ 55㎞未満  22,700円 

55㎞以上  ～ 60㎞未満   23,600円 

  60㎞以上                  24,500円 

 

同 
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５ 特別職の報酬等の状況（平成１９年４月１日現在） 

 区    分 給料月額又は報酬月額 期 末 手 当 

市   長 

副 市 長 

 

913,000円 

721,000円 

 

（平成 18年度） 

3.35月分 

3.35月分 

○役職者加算 15% 

議   長 

副 議 長 

議   員 

456,000円 

393,000円 

366,000円 

（平成 18年度） 

3.35月分 

3.35月分 

3.35月分 

○役職者加算 15% 

退 

職 

手 

当 

 

市   長 

副 市 長 

 

≪算定方式、支給時期及び１期の手当額≫ 

913,000円×在職年数×550／100  （任期毎）20,086,000円 

721,000円×在職年数×400／100  （任期毎）11,536,000円 

 

 （注）１期の手当額は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期(４年)勤めた場合における

退職手当の見込額です。 

 

 

６ 職員数の状況 

（１）部門別職員数の状況と主な増減理由（各年４月１日現在）        （人） 

職  員  数           区 分 
 
部 門 平成18年 平成19年 

対 前 年 
増 減 数 

主 な 増 減 理 由            

議 会  
総 務  
税 務  
民 生  
衛 生  
労 働  
農 水  
商 工  
土 木  

  8 
188 
 55 
200 
 62 
  1 
 56 
 19 
 84 

  8 
180 
 53 
192 
 61 
  1 
 55 
 20 
 82 

0 
▲ 8 
▲ 2 
▲ 8 
▲ 1 
  0 
▲ 1 
  1 
▲ 2 

 

一 
般 
行 
政 
部 
門 
 

計 673 652 ▲21  

 
 
 
 

事務の統廃合縮小、退職不補充等による 

教育部門 162 160 ▲ 2  

消防部門 134 136    2  

 
普 
 
通 
 
会 
 

計 

 

部 

 
門 
 

小   計 973 948  ▲ 21  

事 務 の 統 廃 合 、 消 防 業 務 の 充 実 等

に よ る  

病 院  
水 道  
下 水 道  
そ の 他  

264 
 25 
 29 
 62 

202 
 21 
 28 
 62 

▲ 62 
 ▲ 4 
▲ 1 

     0 

 公 
営 
企会 
業計 
等部 
 門 小   計 380 313  ▲ 67  

事務の統廃合縮小、退職不補充等による 

合  計 
 
1,349 
[1,427] 

 
1,261 
[1,427] 

 
▲ 88 
[   0 

 
 
] 

 

（注） １ 職員数は、一般職に属する職員数(教育長１人を含む)です。地方公務員の身分を保有する休

職者と派遣職員などを含み、臨時・非常勤職員を除いています。 

    ２ [  ]内は、条例定数の合計です。 
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（２）年齢別職員構成の状況（平成１９年４月１日現在） 

 

区 分 

20歳 

 

未満 

20歳 

～  

23歳 

24歳 

～  

27歳 

28歳 

～  

31歳 

32歳 

～  

35歳 

36歳 

～  

39歳 

40歳 

～  

43歳 

44歳 

～  

47歳 

48歳 

～  

51歳 

52歳 

～  

55歳 

56歳 

～  

59歳 

60歳 

 

以上 

 

計 

職員数 
(人) 

1 12 64 144 153 120 117 135 180 177 155 3  1,261  

割 合 
（％） 

0.0 1.0 5.1   11.4  12.1  9.5 9.3 10.7  14.3 14.1  12.3 0.2 100.0        

 

 

0

2

4

6

8

10

12

14

16

20
歳
未
満

20
歳
～
23
歳

24
歳
～
27
歳

28
歳
～
31
歳

32
歳
～
35
歳

36
歳
～
39
歳

40
歳
～
43
歳

44
歳
～
47
歳

48
歳
～
51
歳

52
歳
～
55
歳

56
歳
～
59
歳

60
歳
以
上

構成比

１年前の構成比

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      20 20 24 28 32 36 40 44 48 52 56 60 

      歳 ｜ ｜ ｜ ｜ ｜ ｜ ｜ ｜ ｜ ｜ 歳 

    未 23 27 31 35 39 43 47 51 55 59 以 

   満 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 上 

 

% 
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（３）定員管理の数値目標 

 ア 平成１６年１１月１日から平成２１年４月１日 

職員数 

平成１６年１１月１日 

職員数 

平成２１年４月１日 
純減数 純減率 

1,409人 1,309人 100人 7.1％ 

  ○定員適正化計画の基本的考え方 

   合併のスケールメリットを最大限生かし、将来の本庁方式を見据えた組織 

機構の構築、事務事業の見直し、さらには指定管理者制度の導入などを行い、 

  現行の住民サービスの質を維持しながら、さらなる行財政運営の効率化をめ 

  ざすとともに、職員数の削減を図っていきます。 

 

 イ 定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要 

                        （ 各 年 ４ 月 １ 日 現 在） 

平成１６年 平成１７年 平成１8 年 平成１９年 
平成１７年～ 

平成１９年 
（参考） 

      
 区  分  

 
部 門 

11 月 1 日 １年目 2 年目 ３年目 計 数値目標 

職員数 699  680  673  652  ― 635  
一般行政 

増減 ―  ▲19  ▲7  ▲21  ▲47（73％） ▲64  

職員数 178  177  162  160  ― 158  
教育 

増減 ―  ▲1  ▲15  ▲2  ▲18（90％） ▲20  

職員数 134  134  134  136  ― 128  
消防 

増減 ―  0  0  2  2（33％） ▲6  

公営企業 職員数 398  387  380  313  ― 388  

等会計 増減 ―  ▲11  ▲7  ▲67  ▲85（850％） ▲10  

計 職員数 1,409  1,378  1,349  1,261  ― 1,309  

    増減 ―  ▲31  ▲29  ▲88  ▲148（148％） ▲100  

（注） １  計画期間は、１７年～２１年の５年間です。 

２  （  ％ ） 内 の 数 値 は 、 数 値 目 標 に 対 す る 進 捗 率 を 示 し ま す 。  

３  増 減 は 、 各 年 の 欄 に あ っ て は 対 前 年 比 の 職 員 増 減 数 を 、 計 の 欄 に あ っ て  

は 計 画 1年 目 以 降 現 年 ま で の 職 員 増 減 数 の 累 計 を 示 し ま す 。    
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７ 公営企業職員の状況 

（１）水道事業 

  ア 職員給与費の状況 

①決算 

区分 
総 費 用 

         Ａ 

純損益又は 

実質収支 

職員給与費 

         Ｂ 

総費用に占める職

員給与費比率   

Ｂ／Ａ 

 (参考)17年度の

総費用に占める

職員給与費比率 

18年度 744,816千円 48,497千円  117,162千円 15.7％ 16.0％ 

 

給     与     費 
区 分 

職員数 

    Ａ  給  料 職員手当 期末・勤勉 計  Ｂ 

一人当たり給 

与費 Ｂ／Ａ 

18年度 19人 75,881千円 10,171千円 31,110千円 117,162千円 6,166千円 

（注）１ 職員手当には退職手当は含まれていません。 

    ２ 職員数は、平成１８年４月１日現在の人数です。 

 

イ 職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（平成１９年４月１日現在） 

区 分 平 均 年 齢      基本給 平均月収額  

西条市水道事業 41.4歳 337,837円 356,775,円 

（ 注 ） １ 基本給は、職員の給料、扶養手当の合算額の平均です。 

２  平 均 月 収 額 は 職 員 の 基 本 給 と 毎 月 支 払 わ れ る 各 種 手 当 （ 扶 養 手 当 、 通 勤 手 当 、  

住 居 手 当 、 管 理 職 手 当 、 時 間 外 勤 務 手 当 等 ） を 含 め た も の の 平 均 で す 。  

 

ウ 職員の手当の状況 

①期末手当・勤勉手当 

西 条 市 水 道 事 業 西条市（企業職員除く） 

１人当たり平均支給額（平成18年度） 

1,637千円 

１人当たり平均支給額（平成18年度） 

1,700千円 

（平成18年度支給割合） 
        期末手当      勤勉手当 
         3.0月分     1.45月分 

（平成18年度支給割合） 
 

左に同じ 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

 

（加算措置の状況） 

左に同じ 
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②退職手当（平成１９年４月１日現在） 

西 条 市 水 道 事 業 西条市（企業職員除く） 

（支給率）       自己都合   勧奨・定年 

勤 続 20年           23.50月分    30.55月分 

勤 続 25年           33.50月分    41.34月分 

勤 続 35年           47.50月分    59.28月分 

最 高 限 度 額    59.28月分    59.28月分 

その他の加算措置 

※退職手当調整額 

 職務の等級の区分に応じた調整月額を定 

め、在職期間のうち、その月額の高いほ 

うから６０月分の合計額を加算 

 ※定年前早期退職特別措置 

（2％ ～20％ 加算 ）     

1人当たり平均支給額  支給なし 

（支給率） 

 

 

左に 同じ 

 

 

 

 

 

 

 

 

1人当たり平均支給額  2,110万円 
 （注）退職手当の１人当たり平均支給額は、１７年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額

です。 

 

③特殊勤務手当（平成１９年４月１日現在） 

支給実績（平成18年度決算） 121千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（平成18年度決算）             24,192円 

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成18年度） 26.3％ 

手当の種類（手当数） 1 

手当の名称 主 な 支 給 対 象 職 員 支 給 単 価 

現場監督手当  
屋外で作業現場の監督をすることを常態と

した職員  
  １日     180円 

 

④時間外勤務手当 

支給実績（平成18年度決算） 2,395千円 

職員１人当たり平均支給年額（平成18年度決算） 200千円 

  

⑤その他の手当（平成１９年４月１日現在） 

主な手当名 内 容 及 び 支 給 月 額 一般行政職との異同及び異なる内容 

扶養手当 

配偶者                          13,000円 

親族（子等） 

1人目（配偶者が扶養親族）      6,000円 

〃 （配偶者が扶養親族でない）6,500円 

〃 （配偶者がない）      11,000円 

２人目              6,500円 

３人目以降            5,000円 

特定扶養加算（16歳～22歳）    5,000円 

同 



- 13 -

住居手当 

月額 12,000円を超える家賃を支払っている職員

に対し、負担している家賃の額応じた額を支給 

借家居住者 支給限度額 27,000円 

持家居住者 3,500円 

同 

通勤手当 

交通機関利用者（ＪＲ、バス等利用者） 

負担している支給単位期間（最長６か月間）

の通勤に要する運賃等の額により支給 

支給限度額（月額）      55,000円 

交通用具利用者（自動車、バイク等利用者） 

通勤距離（片道）により支給 

  2㎞以上  ～  5㎞未満   2,000円 

   5㎞以上  ～ 10㎞未満   4,100円 

  10㎞以上  ～ 15㎞未満   6,500円 

  15㎞以上  ～ 20㎞未満   8,900円 

  20㎞以上  ～ 25㎞未満  11,300円 

  25㎞以上  ～ 30㎞未満  13,700円 

  30㎞以上  ～ 35㎞未満  16,100円 

  35㎞以上  ～ 40㎞未満  18,500円 

  40㎞以上  ～ 45㎞未満  20,900円 

  45㎞以上  ～ 50㎞未満  21,800円 

  50㎞以上  ～ 55㎞未満  22,700円 

55㎞以上  ～ 60㎞未満   23,600円 

  60㎞以上                  24,500円 

 

同 
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（２）病院事業 

  ア 職員給与費の状況 

①決算 

区分 
総 費 用 

         Ａ 

純損益又は 

実質収支 

職員給与費 

         Ｂ 

総費用に占める職

員給与費比率   

Ｂ／Ａ 

 (参考)17年度の

総費用に占める

職員給与費比率 

18年度 3,852,896千円 △690,213千円 1,712,420千円 44.4％ 56.8％ 

 

給     与     費 
区 分 

職員数 

    Ａ  給  料 職員手当 期末・勤勉 計  Ｂ 

一人当たり給 

与費 Ｂ／Ａ 

18年度   264人 1,008,373千円 295,126千円 408,921千円 1,712,420千円 6,486千円 

（注）１ 職員手当には退職手当は含まれていません。 

    ２ 職員数は、平成１８年４月１日現在の人数です。 

 

イ 職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（平成１９年４月１日現在） 

区 分 平 均 年 齢      基本給 平均月収額 

医  師 41.0歳 497,295円 982,941円 

看 護 師 41.3歳 310,737円 352,035円 

 

事務職員 45.7歳 367,316円 409,658円 

（ 注 ） １ 基本給は、職員の給料、扶養手当の合算額の平均です。 

２  平 均 月 収 額 は 職 員 の 基 本 給 と 毎 月 支 払 わ れ る 各 種 手 当 （ 扶 養 手 当 、 通 勤 手 当 、  

住 居 手 当 、 管 理 職 手 当 、 時 間 外 勤 務 手 当 等 ） を 含 め た も の の 平 均 で す 。  

 

  ウ 職員の手当の状況 

①期末手当・勤勉手当 

西条市病院事業 西条市（企業職員除く） 

１人当たり平均支給額（平成18年度） 

1,549千円 

１人当たり平均支給額（平成18年度） 

1,700千円 

（平成18年度支給割合） 
        期末手当      勤勉手当 
         3.0月分     1.45月分 

（平成18年度支給割合） 
 

左に同じ 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

 

（加算措置の状況） 

左に同じ 

 

 

②退職手当（平成１９年４月１日現在） 

西条市病院事業 西条市（企業職員除く） 

水道事業における内容に同じ 

1人当たり平均支給額  840万 円 

左に同じ 

1人当たり平均支給額  2,110万円 
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③特殊勤務手当（平成１９年４月１日現在） 

支給実績（平成18年度決算） 129,334千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（平成18年度決算）             269千円 

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成18年度） 57.4% 

手当の種類（手当数）  7 

手当の名称 主 な 支 給 対 象 職 員 支 給 単 価 

精神科病棟勤務手当  精神科病棟で勤務する看護士又は准看護師  １日   200円  

〃  精神科病棟で勤務する職員  １日   100円  

放射線技術勤務手当  放射線技術又はその補助に従事する職員  １日   230円  

検査技術勤務手当  検査技術又はその補助に従事する職員  １日   200円  

夜間看護勤務手当  深夜に勤務する看護師、准看護師(４時間以上) １回  3,300円  

   〃     
深夜に勤務する看護師、准看護師(２時間以上４時間未

満) 
１回  2,900円  

   〃     深夜に勤務する看護師、准看護師(２時間未満) １回  2,000円  

臨床研究手当  医師で、臨床及び医療研究に従事した職員  

経験により

120,000～540,000

円  

深夜診療手当  
午後 10時から翌日の午前 6時までの間に、直接診察に

従事する医師  
10分   500円  

救急診療手当  
宿日直勤務時間中において、当直の医師以外の医師で、

救急業務に従事した医師  
１件  2,000円  

○支給職員数の多い手当：夜間看護勤務手当   支給額の多い手当：臨床研究手当 

 

④時間外勤務手当                                                          

 支給実績（平成18年度決算） 65,576千円 

職員１人当たり平均支給年額（平成18年度決算） 269千円 

 

⑤その他の手当（平成１９年４月１日現在） 

主な手当名 内 容 及 び 支 給 月 額 一般行政職との異同及び異なる内容 

扶養手当 水 道 事 業 に お け る 記 載 内 容 と 同 じ 同 

住居手当 水 道 事 業 に お け る 記 載 内 容 と 同 じ 同 

通勤手当 水 道 事 業 に お け る 記 載 内 容 と 同 じ 同 
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第３ 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況 

１ 勤務時間等 

１週間の 

勤務時間 

１日の 

勤務時間 
始業 終業 休憩時間 休息時間 週休日 

４ ０ 時 間  ８ 時 間  8時 30分  17時 15分  ４ ５ 分  15分 ×2回  土 ・日 曜 日  

（ 注 ） 勤 務 課 所 に よ っ て は 、 始 業 、 終 業 、 週 休 日 等 が 異 な る 場 合 が あ り ま す 。  

 

２ 休暇 

種類 休暇 の概 要、 取 得要 件等 取得 可能 日数 等 

年次 有給 休暇 一の 年ご とに お ける 休暇 
1年に つき 20日（20日 以内 の繰 越が

あり ます 。） 

・ 公 務 災 害 、 通 勤 災 害 の 場 合 は 必要

と認 めら れる 期 間 

病気 休暇 
負 傷又 は 疾 病の た め 療養

する 必要 があ る 場合 

・結 核性 疾患 に つい ては 1年 、 その 

他の 負傷 又は 疾 病に つい ては 、90 

日を 超え ない 範 囲で 必要 と認 め ら 

れる 期間 
有 

 

給 

 

休 

 

暇 

特別 休暇 

選挙 権の 行使 、 結婚 、出 

産、 交通 機関 の 事故 その 

他の 特別 な事 由 によ り、 

職員 が勤 務し な いこ とが 

相当 であ る場 合 

主な 休暇 

産前 休暇、産 後休 暇、

忌 引、 結 婚 休 暇、 ボ

ラ ンテ ィ ア 休 暇、 子

の看 護休 暇な ど 

産前 休暇 

 8週 間以 内に 出 産す る予 定の 女 性 

 職 員が 申し 出 した 場合 に出 産 の日 

 ま で 

産後 休暇 

 出 産の 日の 翌 日から 8週間 

忌引 

 父 母の 場合 7日な ど 

結婚 休暇 

 連 続す る 7日 以内 

子の 看護 

 5日 以内 

無 

給 

休 

暇 

介護 休暇 

負傷 、疾 病又 は 老齢 によ 

り 2週間 以上 に わた り日 

常生 活を 営む の に支 障が 

ある もの の介 護 をす る場 

合 

一の 継続 する 状 態ご とに 、連 続 する 

6 月 の 期 間 内 に お い て 必 要 と 認 めら

れる 期間 
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第４ 職員の分限及び懲戒処分の状況 

１ 分限処分（平成 18年度） 

処 分 事 由 降任 免職 休職 降給 合計 

勤務 実績 が良 く ない 場合 ― ― ― ―     0 

心身 の故 障の 場 合 ― ― 20 ―    20 

職に 必要 な適 格 性を 欠く 場合 ― ― ― ―     0 

職制 、定 数 の改 廃 、予 算の 減 少  

によ り廃 職 、過 員 を生 じた 場 合  
― ― ― ―     0 

刑 事 事 件 に 関 し 起 訴 さ れ た 場

合 
― ― ― ―     0 

失職 した 場合 ― ― ― ―     0 

合    計     0     0 20     0    20 

（ 注 ） １  地 方 公 務 員 法 に 基 づ き 分 限 処 分 に 付 さ れ た 者 の 状 況 を 示 し て い ま す 。  

２  以 上 の 理 由 に よ り 分 限 処 分 に 付 さ れ た 場 合 は 、主 た る 処 分 事 由 に よ り 計 上 し て

い ま す 。  

 

２ 懲戒処分（平成 18年度） 

処 分 事 由 戒告 減給 停職 免職 合計 

法令 に違 反し た 場合 ― ― ― ―     0 

職務 上の 義務 に 違反 し又 は職 

務を 怠っ た場 合 
    1    1 ― ―     2 

全体 の奉 仕者 た るに ふさ わし 

くな い非 行の あ った 場合 
― ― ― ―     0 

合    計     1     1     0     0     2 

（ 注 ） １  地 方 公 務 員 法 に 基 づ き 懲 戒 処 分 に 付 さ れ た 者 の 状 況 を 示 し て い ま す 。  

２  ２ 以 上 の 理 由 に よ り 懲 戒 処 分 に 付 さ れ た 場 合 は 、主 た る 処 分 事 由 に よ り 計 上 し

て い ま す 。  

 

 

第５ 職員の服務の状況 

１ 年次有給休暇の取得状況（平成 18年 1月～平成 18年 12月） 

 平均取得日数 平均取得率 

全職員 ８．３日 ２１．１％ 

 

２ 育児休業等の取得状況（平成 18年 4月～平成 19年 3月） 

（１）育児休業の取得状況 

区     分 男性 女性 

新た に取 得し た 者 ０人 ３０人 

前年 度か ら引 き 続き 取得 した 者 ０人 １０人 
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（２ ）介護休暇の取得状況 

 男性 女性 

介護 休暇 取得 者 ０人 ０人 

 

 

第６ 職員の研修及び勤務成績の評定の状況 

１ 研修の状況（平成 18年度） 

自主 研修 自己啓発研修、通信教育、自主研究グループ支援 

職場 研修 部署別ＯＪＴ 

基本 研修 交通安全研修、人権・同和教育研修、特別講演会 ほか 

専門 研修 危機管理研修、接遇研修、出納事務研修、文書事務研修 ほか 

派遣 研修 自治大学校、市町村アカデミー、愛媛県研修所、四国経済産業局 ほか 

選択 研修 メンタルヘルス ほか 

 

２ 勤務成績の評定の状況 

 職員の勤務成績、勤務態度等を公正に評定することにより、個々の能力、適性等に応じ

た適職への配置及び昇任昇格を行うとともに、人材育成、能力開発等を図るべく人事評価

制度を導入するため検討を行っております。 

 

 

第７ 職員の福祉及び利益の保護の状況 
１ 福利厚生制度に係る負担状況（平成 18年度） 

共済組合への負担金 愛媛県市町村職員共済組合  1,056,413千円  

〃     公立学校共済組合愛媛支部 73,422千円  

愛媛県市町村職員互助会への負担金 8,083千円  

西条市職員福利厚生会への補助金 5,388千円  

 

２ 公務災害等の状況 

（１）公務災害等の認定状況（平成 18年度） 

公務災害 通勤災害 計 

6件 1件 7件 
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第８ 職員の勤務条件に関する措置の要求の状況 

平成１８年度における公平委員会への措置要求の状況 

平成17年度末 

の係属件数 

平成18年度中の 

要求件数 

平成18年度中の 

終結件数 

平成19年度への 

繰越件数 

０件 ０件 ０件 ０件 

（ 注 ） 職 員 は 、 給 与 、 勤 務 時 間 そ の 他 の 勤 務 条 件 に 関 し 、 公 平 委 員 会 に 対 し て 、 市 の  

当 局 に よ り 適 当 な 措 置 が 執 ら れ る べ き こ と を 要 求 す る こ と が で き ま す 。  

 

 

第９ 職員の不利益処分に関する不服申立ての状況 

平成１８年度における公平委員会への不服申立ての状況 

平成17年度末 

の係属件数 

平成18年度中の 

申立件数 

平成18年度中の 

終結件数 

平成19年度への 

繰越件数 

０件 ０件 ０件 ０件 

（ 注 ） 職 員 は 、 懲 戒 そ の 他 、 そ の 意 に 反 し て 不 利 益 な 処 分 を 受 け た 場 合 に 、 公 平 委 員  

会 に 対 し て 、 不 服 申 立 て を 行 う こ と が で き ま す 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


